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一
社 内勤労福祉基 金制度との 関連を中心に一

李 点 順 僖 凵コ大 学）

1 ．は じめ に

　韓国 の 現行の 企業福祉制度の もつ 特性 の ひ と つ

は 、大企業 と中小企業 と の 問 の 福祉格 差 で あ る。

こ う した企業福祉面 で の 規模 間格差 は賃金 格差 の

そ れ よ りも大 き く、そ の 差 は 1997 　一　98年の 経

済危機以降さ ら に拡大 し て い る 。雇用労働部の 「企

業労働費用調査」に よ る と、2011 年時点で 企 業

福祉支出額 は大企 業 （従業員 300 人 以 上 ）が 255

万 ウ ォ ン で ある の に 対 し て 、中小 企 業 （従業員

300 人未満 ）は 149 ．8万 ウ ォ ン と大企業 の 58．7％

に 過 ぎな い 。 韓国 の 社会保障制度が まだ未熟で 、

労働者 へ の 福祉 を 企 業福祉 に大 きく頼 っ て い る こ

と を考え る と、近年の 企 業規模間の 福祉格差 は労

働者 の 間 で 不平等感を増す 可 能性が 高い 。

　
一

般に 、企 業福祉は 法的な 強制力を伴 うもの で

は な く、企 業 自らが 自発的に 行 うもの で あ っ て、

企業福祉支出 は 企業 の 純利益 ま た は景気の 動向如

何 に よ り流動 的 と な ら ざる をえ な い
。 こ うし た 企

業福祉 の もつ 不安定性 を解消する た め に考案さ れ

た の が 「社内勤労福祉基 金制度」で あ る。

　1992 年か ら導入 さ れ た社 内勤労福 祉基 金 制度

は 、企 業が 出 し た 利益 の
一

部を基 金 と して 出資 し、

労働者の 福祉増進 の た め の事業 に 使 う こ とで 労働

者に福祉給付を保障す る もの で あ る。社 内勤労福

祉基金出資金 の 損金算入 に よ る法人税 の 免除 や 基

金か らの 奨学金給付へ の 贈与税の 非課税な ど税制

上 の 優遇 を与えて い る。

　 また同制度 は、労働意欲 や 企業の 生産 性向上 に

寄与す る など、労使協力 を通 じて 労働者の 福祉 の

増進 を図 る とい う労使双方に メ リ ッ トの あ る 制度

で 、韓国 の 企業福祉制度の 根幹を な して い る 。

　 に も か か わ ら ず、近 年、社 内勤労福祉 基 金制

度は 企業規模間 の 福祉格差 を生 む原因 と な っ て

い る 。 雇 用労働部の 2011 年 の 企 業労働実態調査

に よ る と、社内勤労福祉基 金 の 導入 率は 従業員

1000 人 以上 の 大企業 で は 51．0％ で あ っ た の に 対

し、従業 員 100人未 満 の 中小 企業 で は 0．2％ に 過

ぎず 、社内勤労福祉 基金へ の 税制上 の 支援 を考慮

す る と、大企業 に 親和 的な制度と考 える こ と が で

きる。

　 こ うした状況 を踏 まえ、本稿で は、近年 の 企業

福祉 の 規模 間格差 の
一

要 因 と され て い る社内勤労

福祉基金制度 に焦点を当て 、そ の 存在意義 と 運用

の 実態に つ い て 明 ら か に する 。 本稿 の 構成は 、以

下 の とお りで ある 。 第2章で は 、企 業福祉 の 特性 ・

役割に つ い て 簡単に述べ た後、特に 企業福祉 （法

定外福利厚生）に焦点を当て た先行研究を整理す
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る 。 第 3章で は 、 近年 、 企業福祉面で の 規模問格

差が懸念 され る 中 、 社内勤労福祉制度が規模問格

差を生む要因となっ て い る点に 着目 し、社内勤労

福祉基金制度の 変遷を振 り返 りつ つ 、社内勤労福

祉基金の 性格を明ら か に する 。 第4 章で は、社内

勤労福祉基金制度の 運営現況に つ い て 、 雇用労働

部 の 資料に基 づ きそ の 実態 と課題を明 らか にす

る 。 最 後に、本稿 の 結論 をま と める 。

2 ．企 業福祉 に関す る理 論的考察

　本章で は、社内勤労福祉 基金が企業福祉 の 中 で

ど の よ うな位置を 占め て きた の か を確認す るた

め、まずは企業福祉の 概念の 特性を明 らか にする 。

その 上 で 、 特に 企業福祉 （法定外福利厚生）に 焦

点を当て た先行研究を概観する 。

（1）企業福祉の 概念

　企業福祉 （Corporate　Welfare）は
一

般に 企 業

内福 利厚生 、福利厚生 、勤労者福祉 、間接補償、

付加給付 な どの 用語 に 置 き換 え られ て お り、学者

たち の 関心 の 焦 点に よ り、多様な概 念規定が行わ

れて い る 。 例 えば、労 働 部 （1988）は企業 内福

利厚生 とい う用語 を使 い 、「賃金 と基 本的労働 条

件 の ほかに さらに追加的 に企業負担 で 提供 され る

便益」だ と概 念規定 して い る 。

一
方 で 、韓国経営

者総協会 （1997） の 場 合 は福利 厚生 と い う用 語

を使い
、 法的強制力を持つ 法定福利厚生 と 法定外

福利厚生 まで を含む概念と して 使用 して い る 。

　多 くの 研究者は 企業福祉 とい う用語 を使い 、「企

業が 主体となっ て 経営効率の 向上 と労働者の 福祉

の 増進の た め に行う賃金以外の コ ス ト、な い しは

こ れ に関連する施設、活動、制度プ ロ グラ ム の 総

称 （宋 ・ジ ュ ン ホ ，1996
，p．5）」、「賃金や 労働 時

間な どの 基本的労働条件以外に 、 副次的な労働条

件の 改善を通 じて労働者の福祉増進を図 ろ うとす

る諸政策や 活動 （朴 ・セ イ ル
，
1988

，p．11）」、 「労

働者の ため に 企業が個別 また は全体的に支払 うも

の で あ り、労働者に通貨以 外の もの で 支払うすべ

て の 補償 （裴
・

ム ギ ，1989 ，p238 ）」、「法的強制力

の 如何に 関係な く、労働者 と そ の 家族 を対象に 企

業が費用 の
一

部 ま た は 全額 を負担 して 行 う福祉事

業や 制 度 （金 ・ジ ョ ン ハ ン 他 ，2004，p23 ）」な ど

で 説明 して い る 。 以上 に み た ように 、企業福祉 を

どの よ うな視点か ら見る か に よっ て その概念も多

様で ある 。

　本稿で は 、企業福祉 を法的強制力に よ る もの （法

定福利厚生）を除き、企業が主体とな っ て 労働者

とそ の 家族を対象に企業が費用 の 一部また は 全額

を負担 して 行 う福祉 事業や制度 と定義す る 。 なぜ

な らば、法の 強制 に よる福祉 はた とえ企業が財源

の
一

部ある い は全部を負担 した と して も公共 の 福

祉 と混同され る か らで ある。企業福祉は法的強制

力と関わ りな く、純粋に 自発性の 領域 と限定する

の が
一
般的だか らで ある 。 韓国で の 企業福祉の 種

類と範囲に つ い て 整理する と 、 表 1 の とお りで あ

る 。

表 1 企業福祉の種類 と範囲

（資料）労働部 （2001）「企 業労働費用調 査報告 書」

　上記 表 1 に示す ように、企業福祉 の 内容か ら企

業福祉 の もつ 特性 がわか る 。

　 まず第 1 に、企業福祉 が労働者の 生 活に 影響 を

与 え得 る多様 な項 目で構 成 され て い る点 で あ る 。

文化 ・余暇
・体育活動に関す るサポ

ー
トや レ ジ ャ

ー

施設 、託児施設な ど の 企業福祉 プ ロ グ ラ ム は労働

者が 人 間 ら し く生活で きる よ うに保 障 す る も の

で 、 住宅支援や各種支援金 ・補助金 ・
奨励金等は
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労働者が財政的な困難 を克服す るた め の 実質的な

手助けとなる 。 こ の よ うに 企業福祉は労働者 の 生

活に直接役立つ 多様なプ ロ グ ラ ム で 構成 され て い

るため、労働者は企業に対 し忠誠心 をもつ よ うに

なる 。 そ こ で 、企業は労働者の 企業へ の 忠誠心 を

鼓吹 し、自分 の 利益 と会社の 利益 を同
一

視する た

め の 道具 として 企業福祉 を利 用で きる 。 労働組合

もまた組合員の 忠誠 を得 るた め 、企業福祉の 獲得

へ 向けた努力 を行 う。

　第 2に 、企業 の 自発性 にかか わ る もの なの で 、

企業福祉は企業の 生 産性 、企業哲学、事業内容等

企業の置かれた環境変化 に 応 じて、そ の 提供如何

と提供水準が 変わ る 。 従 っ て 、企業規模問 の 福祉

格差 は賃金格差の それ よ りも大 きく、景気 の 動向

に 伴 う企業福祉提供へ の 変動幅は賃金 よ りもはる

か に大 き く示 され る 。 こ れ は 社会保障給付の 水準

は低 い が 、普遍的給付 の 提供に よ り、 安定的かつ

平等に 支給 され る属性 を持 つ もの と対照的 で あ

る 。

（2）企業福祉の 役割

　1960 年代 末か ら始 ま っ た 韓 国の 企 業 福 祉 は

1987 年以 降本格的 な発 展 を遂げた が、1997 〜

98 年 の 経済危機 を境 に、企業の 大規模な構 造 調

整 などで 企業福祉 はか な り萎縮する に 至 っ た 。 し

か し、そ れ に もかかわ らず、企業は労働者の 欲求

満足 を通 じた生 産性 向上 の 必 要性 を認識 して お

り、企業福祉の役割は さらに重要性を増 して い る 。

以下 は 、企業福祉 の 役割に関する こ れ まで の 議論

の 整理で ある。

　第1 に 、企業福祉 は労働力を集め、定着 させ る

機能を持 っ て い る 。 韓 国企業 （主 に 大企業） の 場

合、終身雇用 を前提と し た 人事制度が構築さ れ 、

そ の 中 で 労 働力の 確保や 労働力 の 有効活用 を図る

ため、企業 福祉制度を充実 させ る こ と は労務管理

上 で は当然 の 措置とみ られ て い る 。 特 に 1985 年

前後か ら、専門技術人員や 熟練労働者 の 不足が 生

じ、企業は賃金の 引上 げや企業福祉に よる恩恵を
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強化する な どの 対 策 に乗 り出 した。なか で も生涯

に わ た り福祉 を提供する こ とで 、優 れた 人材の 離

脱を防ぎ、労働力の確保 ・維持 を図 ろ うと した の

で あ る （金 ・ジ ョ ン ハ ン 他 ，2004，p．27）。

　第2 に、企 業福祉 は 個 人の 生活 に かかわ る部分

を企業 制度へ 編入する もの で 、家族主義的 な
一体

感 の 醸 成に つ な が る と同時に、企業文化 を形成す

る機能 を持 っ て い る 。 労働者に と っ て は企業へ の

帰属意 識 の 培養 と 信頼感の 醸成 に つ なが り、長期

間在職 す る 会社に 貢献 した い とい う風土 を醸成す

るた め 、終身雇用 を支え る効果は非常 に大 きな も

の となる。こ うした 役割を担う企業福祉制 度はそ

の対 象を労働者 に 限 らず、そ の 家族 も含む形態 、

例えば、休養施 設 の 利用や家族 が 参加す る 運動会

な どを行い 、労働者と 企業 の 間 で 一体感を醸成 し、

さ ら に は 労働者 に組 織へ の 忠誠心 を養うこ とが で

きる （崔 ・ス チ ャ ン ，2005，p．27 ）。

　第 3 に 、 企業福祉は公共 の 福祉 を 補完する機能

を持 っ て い る 。 韓国の 社会保障 は 、他 の 先進諸国

に 比 べ て 低水準に と どま っ て お り、特に韓国政府

の 社 会保障に か ける 支出 の 低 さは 際 立 っ て い る 。

また 、社会保障 の 充実 を 求 め る 政 治勢 力 の 成長 も

無 きに等 しか っ た 。 韓 国 で は 1963 年 の 労 災補 償

保険法の 制定か ら 長 い 年月 を経て よ うや く医療

保険 （1977年）と 国民 年金 （1988 年）が実施さ

れ 、 雇用保険 は 1995 年に 施行 さ れ る な ど、社会

保障制度の 導入が欧米の 先進諸国 に 比 べ 大分後れ

をと っ て い た 。 こ う した 社会保障制度 の 不十分さ

か ら、必然 的 に 企 業福祉が量的 に拡大する こ とに

な っ た 。

　第 4 に、企業福祉 の 重要 な機能 の
一つ は 、賃金

を補完す る 生 活支援 ・援護的 な性格を有 して い る

こ と で あ る。企業福祉が賃金補完的な生活 を持 ち、

労働条件の 一つ と して 認識 され て い る。また こ の

施策 は労使間の 協議 に よ り行わ れ る ため に、企業

福祉 は賃金 、労働時 間な ど主な労働条件と異 な り、

労使 と もに 公平性 の確保 とい う側面で はな く、企

業 の 独 自性 を明確に 打 ち出す こ とが で きる制度 と
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して 理解 され、活用さ れ て きた 面 もあ る 。 以 上 の

こ とか ら、企業福祉 の 役割を総合的 に判断す る と、

企業 、労働者、国 の 立 場 と に 分 けて み る こ とが で

きる 。企業の 立場で は労務管理 の
一

環 と して 機能

す る 。労働者の 立 場 か ら は 企業選 び や 労働条件の

改善 の た め の 基準 と して 機能す る 。

一
方、国は労

働市場 に関する 政策と して 機能す る。

（3）先行研究の 整理

　 こ れ まで 企業福祉 に関す る研究の 多くは 主 とし

て 法定福利厚生 に 焦点 が置か れ て い た 。 しか し、

近年で は 韓 国が欧米の 先進諸国と比べ 法定外福利

厚生 の ウ エ イ トが高 い こ と
1
や 、 法定外福利 厚生

が 企業規模 間格差 の 要因と指摘 され るなか、法定

外福利厚生 に 注 目した研究 も多 くみ られ るよ うに

な っ た 。

　法定外福利厚生 に 関する韓国 の 代 表的な研 究 に

は 、崔
・
ギ ュ ン （2002）、 宋・ホ グ ン （1995）、洪 ・

ギ ョ ン ジ ュ ン （1999 ） が あ る。 こ れ ら の 研 究 は

共通 して 、法定外福利厚生 は企業が 任意的に行う

福祉 の 形 だが 、そ の 拡大 は 国の 社会保障制度の 低

さと密接 に 関わ っ て い る と 指摘する 。

　崔 ・ギ ュ ン （2002 ） は、韓国の 社会保障制度

の 未熟 さか ら くる法定外福利厚生 の 相対的な成長

を強調 して お り、法定外福利厚生が社会保障給付

費全体 に 占め る割 合 も決 して 低 くな い と指摘 し

た 。 彼に よ れば、法定外福利厚 生 は 福祉 の 商品化 、

逆進的な所得分 配、企業と労 働者 の 間で の 選好の

違 い な どを特徴 とす る 。た とえば 、企業は労使関

係 の安定及び生 産性向上 に 期待する が 、労働者は

生計費の 補助 と生活 の 安定 、税 の減免の 恩 恵な ど

を期待する とい うこ とで あ る。

　宋 ・ホ グ ン （1995 ）は、法定外福利厚 生 に つ

い て 、以下の よ うな基準を提示 し て い る 。 国が提

供する社会保障給付で はない もの、つ まり、国の

直接 供与、補助、規制 に 該当 し な い もの で 、企業

の 自発的な意思に よ るもの で あ る 必要 が あ る 。 ま

た、法定外福利厚生 は 第 1 に、企業の存続 と 不可

分 の 関係に あり、 国の社会保障制度よ りも資本主

義の ル ール に従 い 、私的な利益の 増大に焦点 を置

く、第 2に 、 恩恵的給付 の 根拠 は基本 的欲求よ り

も雇用 に付与 され て い る権利 （entitlement ＞で

あり、 第 3 に、選別主義 の 原則に 基 づ き、第 4 に 、

社会的不 平等 を増 大 させ る効果を特徴 とする 。

　 洪 ・
ギ ョ ン ジ ュ ン （1999）は、韓国の 法定外

福利厚生 の 増大を国 の 社会保障制度の 未熟さ と関

連させ 、国 の 福祉 へ の 責任を民間に負わせ る戦略

と、1987年以降、大企業 を中心 と した法定外 福

利厚生 の 拡大戦略が結合され た こ と に起因す る と

み て い る。法定外福利厚生は 国 の 社会保 障制度の

低 さか ら、その隙間 を企業が適切 に対処 した結果

だと指摘する 。

　
一

方で 、 国や企業 の 政治的 または戦略的優位性

の 中で 、 法定外福利厚生 を捉えた上記 の 研究とは

異な り、労使間 で の 戦略的行為 の 観点か ら捉え よ

うと した の は 朴
・
ジ ュ ン シ ク （2001 ）、李 ・ビ ョ

ン フ ン 他 （2002）な どが ある 。

　朴 ・ジ ュ ン シ ク （2001）は、法定外福利厚生

を労使間の 戦略的行為 の 制度化 された形で規定す

る。彼は法定外福利厚生が選択的統合 （selective

integration）の 原理 を中核 と して い る点 を強調

した。こ こ で 選択性 は法定外福利厚生 の 恩恵対象

が 当該企業の 従業員 の み で 、そ の 基準をク リア す

れ ば、企業は積極的に組織内の 結束を 目的に給付

を提供する とい うこ とである 。

　李 ・ビ ョ ン フ ン他 （2002＞ も法定外福利 厚生

を、「法に 依拠せ ず 、 企業 の 自発性 また は 労使間

で締結 され る労働協約に よ り提供 され る任意の 企

業 内福祉」 と規 定 して い る 。 韓 国 の 法定外福利

厚生 の 実態につ い て の 時系列分析 （1987・− 1999

年）を通 じて 、法定外福利厚生 の 拡大の 原 因と し

て 1987 年以 降 の 労働組合運動の 活性化、賃金水

準 の 向上な どを挙げて い る 。

　上 記 の 先行研究 で は、法定外福利厚生 を企業 の

自発的な提供 に よるもの で あっ て 、任意性 に法的

強制力が な い 点を強調 して い る 。 だが実際 に は、
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社 内勤労福祉基金法、税 の減免措 置な どの よう に

国の 直 ・間接的な規制の下で 通用され る もの もあ

る 。 本稿で は こ の 点に注 目し、法定外福利厚生 の

規模間格差が懸念され る中で 、社内勤労福祉基金

制度 をどの ように位置 づ けるか を検討する 。

3．韓 国におけ る社内勤労福祉基金制度の 変

遷 と特徴

　こ の 章で は韓国に おける社内勤労福祉基金制度

の 変遷 の 過程 を振 り返 っ た後で 、社内勤労福祉基

金制度 の 特徴 を明ら か にする 。

（1）社内勤労福祉基金制度導入の背景

　社 内勤労福祉基金制度は 1980 年代初め に 景気

後退 が続 く中、政 府が 1982年に 景気回復に 向け

た 「6．28 対策」 を発表 した 後、韓 国労働組 合総

連盟 （韓国労総 ）の 提案を受け て 、当時 の 与 党

が 同年8 月 に社 内勤労福祉 基金制度導 入を政府 に

提案 した の が きっ か け で あ っ た （趙
・ビ ョ ン ギ，

1996）。

当時 の 「6．28 対策」は 、銀行預金金利 を年 12．6％

か ら 8％ に 下 げ、貸出 金利 を年 14 ％ か ら 10％ と

し、33　
一

　38 ％ だ っ た法人税率 を 20％ まで 引下げ

る等、企 業に対 し大幅な金融緩和 を行 うこ と等を

内容 と して い た。企業に対 し て こ れほ どの 優 遇措

置が と ら れ た た め 、そ の 実効性 を高める に は 労働

者の 協力が 不可 欠 で あり、また労働者 との 公平性

の 観点 か ら労働者向けの 新 たな福祉 制度が必 要だ

と い う認識 の もと、提案 された の で ある 。 そ の 際、

基金 とい う形 で 福祉制度が提案 され た の は 、企業

の 福祉支出 が 賃上 げ に つ なが る こ とを懸念 し、企

業 の 業績が 好調で 利益 を上 げた場 合、そ の 利益の

一
部 を労働者に 分配す る とい う制度を構想 した こ

とに よ る。

　社 内勤労福祉基金制度に 関する 当時の 労使政 に

よ る 提 案内容 をみ る と、政府与党は従業員 100 人

以上 の 企業 に 純利益 の うち、配当に 回す 金額の
一
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部 （8％ ） を基 金 に 出資す るよ う義務 づ け る案 を

提示 し、労働界は全企業を対象に 、税引前利益 の

一
部を基金 に 出資する こ とを義務化すべ きと主張

した 。

一方、韓国経営者総協会 （経総）は義務化

よ りも生産性 とそ の 成果配分の 観点か ら労使協調

を通 じて 自律的に実施する こ とを主張 した ． こ う

した中、政府は社内勤労福祉基金制度の 法制化が

進 め ば 、企業へ の 加重負担になる の で は ない か と

懸念 し、まずは 行政指導 の 方法を介 して 社内勤労

福祉基 金の 設立 を促す こ と と な っ た 。 具体的 には 、

1983 年 5 月 「労 働 意欲 の 向上 の た め の 社 内勤 労

福祉基金制度 の 設置 ・運営準則」 を行動指針 とし、

企業に 社 内勤労福祉基金 の 設置を呼び 掛 けた 。

（2）社内勤労福祉基金運営の法制化

　1984 年 に施行 された社内勤労福祉 基金 制度 は

法令に基づ くもの で はな く、行政指導に よ り進 め

られ、次の よ うな問題点を含ん で い た （朴 ・
ソ ン

イム ，2003
，p．377 ）。

　まず第 1 に、基金 の 設立 は法的強制力を持たず 、

企業 の 意向が なけれ ば、基金設立が 困難とな り、

少数の 高い 生産性 を もつ 企業の み に 基金が設立 さ

れ 、労働者間の 分配 の 不平等をもた らす懸念が あ

り、労働者もまた基金 を生産性向上 と関連 づ け て

考え る よ りは、温情的 な給付 と考 える傾向が み ら

れ た 。 第2 に 、基金 に 対す る理解不足 か ら基金の

運営 は生 活援助 費 の 支 出 に偏 っ て い た 。 第3 に 、

基金 の 設立 に関心 を持 っ た企業であ っ て も、寄付

金 を含む所得金額の 10％以内だけ を損金 と認め

て い た こ とか ら、基金設立 に よ る損金算入 限度で

税制上 の 実質的 な恩恵 を受け る こ とが で きず、基

金 へ の 出資を躊 躇 して い た 。 第4 に 、 基金 が 税法

上、非営利法人 と して 認 め ら れ ず 、 代表者名義で

基金運 営がな され て お り、利子所得税の 納付、代

表者 名義変更 の 場合は相続 唄 曽与税納付の 対象に

なる問題 な ど が発生 した 。

　政 府は こ れ ら の 問題を解決すべ く、1988年 か

ら社 内勤労福祉基金制度の 法制化に 向けて 動 き出
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し、1988年上半期 の 公聴会 を経て 1988年 7月に

法案を国会に提出 した。こ の 法案で は、すべ て の

企業 （大統領令に より
一

部除外あ り）に対 し、義

務的に税引前純利益の 3％ 以上 の 金額を基金 に 出

資させ 、 出資金 に つ い て は全額を損金 と認め 、 基

金を独立 した法人として維持する もの となっ て い

た 。 また 、 基金は 当該企業の 存続を前提と してお

り、 基金の解散後の 残余財産は 労働福祉事業を行

う非営利 法人へ 贈与する 。

　 こ うした 政府案 に対して 、経営界 は基金出資 の

法制化 に強く反対 し、労働界 は 法制化 に賛成 した 。

労働界 は基金出資金を企 業の 売上 高 の 1％ と、税

引前純利益 の 5％以上 を合算 した額 で 基 金運営委

員会が協議 決 定 した額 と し、毎年 出資金 の 90 ％

と基金か ら生ず る収益金 を使え る よ うに し、基 金

を解散す る場合 はそ の 残余財産 を労働者に配分す

る こ とを要求 した 。 こ うした各界の 議論に もか か

わらず 、政府は政府与党の 原案通 りに 1988 年 12

月に議 員立法 で 提案 し、翌年 2 月の 法案審査小委

員会に よ り上 程 され たが、審 議 に 至 らなか っ た。

政府与党は 関係各界 の 議論 を取 り入 れ、基金 の 設

立 を義務化する こ とか ら任意規定 に 変え、税制支

援を関連税法で 規定するな どの 修正 を行 っ た。 こ

の 修正 案は 本会議で 議決 され、1991年 8 月 に 社

内勤労福祉基金制度法 と して公布 され、同年12

月に施行され る に至 っ た 。

　そ の 後 2001 年に社内勤労福祉基 金の 活性 化 を

図 る ため、政 府は制度の 全面的改善に取 り組 ん

だ 。 そ の 主 な内容は 次の とお りで ある （労働 部，

2004，pp．347−348）。 第 1 に 、 こ れ まで 30 ％だ っ

た当該 年度の 出資金使用率を 50 ％ に まで 拡大 し、

基金の 積立 て よ りは基金 の活用に よ る労働者福祉

の 充実 を強調 した。第2 に 、事業廃止 に よ る失業

者 の 生 活安 定 の た め、基 金解散後の 残余財産 を

50％ まで 労働 者 に 分配す る こ とを認め た 。 第 3 に、

企業 M ＆A が発生 した場合 、 基金 の 合併 ・分割 の

法手続 きと基準 を定め、基金 の 合併 ・分割の 根拠

を設 けた 。 第 4 に 、基金協議会で の 労働者代表の

選 出方法を変更 した。具体的に は、労使協議会の

労働者代表の 選出方式 （労働者の 過半数で組織す

る労働組合がある場合、労働者代表を選出） と同

様 とする 。 また 、 2002 年に は社内勤労福祉基金

法施行令の 改正 を通 じて 、 選択的福利厚生制度（カ

フ ェ テ リア プラ ン）を社内勤労福祉基金か ら運営

した 場合、元金の 使用 限度を当該年度の 出資金 の

80％ に拡大 し、基金 の 運用 にお い て は ミュ
ー

チ ュ

ア ル
・

フ ァ ン ド （会社型投 資信託 ）や不動 産投 資

会社 へ の 投 資な ど基 金 の 運用 方法 を多様 化 した 。

　 さ らに 2008年 9 月 の リ
ー

マ ン シ ョ ッ ク後の 経

済危機 を克服す る ため の 緊急措置 と して 、2009

年 3 月 に社 内勤労福祉基 金法施行令の 改正 を行

い 、1年間時限的に社内勤労福祉基金額の 使用 （当

該年度 の 出資金の 80 ％ まで ）と基金の 元 金 の 使

用 （元 金の 25 ％ まで 目的事業準備金 として 使用）

を認め た 。 こ れ に よ り、リ
ー

マ ン シ ョ ッ ク 後 の 財

政難に 陥 っ た企業 の 企業福祉 費負担 を軽 減 し、労

働者 の 福祉水準 の 低下防止を図 ろ うとした の で あ

る 。 そ の 後、2010 年 6 月 の 法改正 に よ り、従 来

の 社内勤労福祉基金法を勤労者福祉 に 関す る 法律

（通称 「勤労福祉基本法」）に統合 した。

　他方、社内勤労福祉基金の 設立及 びそ の 適用範

囲に つ い て 触れ て お くと、まず基金の 設立 は法的

な義務事項で は な く、企業の 自律に よ る 任意事項

とな っ て い る 。 よ っ て 、企業は事業の 状 況 な どを

考慮 し、基 金設置 の 如何 を決め る こ と が で き る

し、基 金は事業規模や 業種に関係な く、ど の 企業

で も設立 で きる 。 複数 の 支所を有する企業 の 場

合、基金 の 設置は企業の 本社所在地 に す る こ とが

望 ま しく、また、企業の 経営上 の 理由に よ り事業

分離が行われた場合 に は人事、会計な どを独立 し

た 形で 運営 し、基金か ら恩恵を受ける対象者 を明

確に分離 し、それぞれ の 企業に別の 基金 を設立 す

る こ と も可能 で あ る。次 に 、基金 で 行 う各種福祉

事業の 恩 恵 を受け られる の は、「職業の 種類を問

わず、賃金 を 目的 に 企業に 労働力を提供する者」

がそ の 対 象となる
2

。 社 内勤労福祉基金 に よ る事
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業の 範囲に下 請業者の 労働者及び派遣労働者 の 福

祉 の 増進 に関す る事項 を追加 し 、 基金協議会 の 議

決 に より、下 請業者の 労働者及び派遣労働者 も社

内勤労福祉基 金の 受益対象に し て い る （雇用労働

音B，2011，pp．256−257）o

（3）社内勤労福祉基金制度の特徴

　社内勤労福祉 基金制度 は
一種 の 間接的な成果配

分制の性格 を持 つ 、つ ま り、企業が 出した利益の

一部 を社会勤労福祉基金 の 財源 とし、会社の倒産

に よ る 基金の 解散な どの 特殊 な場合を除 い て 、賃

金 の 支給にあて る こ とが で きず、賃金 とは別に利

益 を配分す るもの で 、同基金に よる事業は労働者

の ため に 行 われる点で 成果配分制の性格 を持 つ
。

ただ し、労働 者 に直接配分する の で はな く、基金

の 造成後に 得た収益金で福祉事業 を行 っ て い る こ

とか ら間接的な成果配分制 と見る こ とが で きる 。

　社内勤労福祉基 金 へ の 出資は 、該当事業所の

当該事業年度の 税引前当期純 利益の 5 ％ を基準に

社内勤労福祉基金協議会 で 決めた金額を企業が 出

資 した り、企業が協議会 と協議 をせ ず、任意で 財

産を出資 し、基 金を造 成する こ とが で きる。こ の

税引前当期純利益 の 5％基準は出資金の適正 な水

準 とい う意味で あ り、企業 の 状 況 に応 じて任意に

5％ の 基準率よ り大 きくした り、小 さ くした りす

る こ とが で きる 。 社内勤労福祉 基金制度の活性化

の ため に 、政府は 出資額の 全額 を損金 と し て認め、

住 民税の 非課税処理 や 受益者 に支払わ れ る 金品 に

対 し贈与税 を免除す るな どの 措置を講 じて い る 。

　次に 、社内勤労福祉基金は法人を設立 し、企業

と は 別に独立 し た権利 ・義務 の 主体 とな り、社内

勤労福祉基金 の 独立性が制度化さ れ て い る 。
つ ま

り、社内勤労福祉基 金は 企業内に存在す るが、法

的に は母体企業 と独 立 した存在と して 独 自性を有

する 。 また、社内勤 労福祉基金の 中に は独 自の 意

思決定 を行 う社内勤 労福祉基金協議会、執行機 関

で ある理事会、監査 な ど の 組織が あ り
3
、有給 の

ス タ ッ フ を雇 う こ と もで きる 。しか し現 実 的 に

韓 国に お け る 企 業規模 間 福祉格 差に 関す る考察　41

は 、社内勤労福祉基金協議会 の 委員 の す べ て は事

実 上 、企 業の 役員 で あ り、当該企業 と人的構 成が

重 な っ て お り、企 業が 事業を廃止 した場合 は基金

も解 散せ ざ る をえ な い 点 で 、基金 の 存続 自体 は 企

業 の 存続に密接 な 関連 を有 して い る。

　社 内勤労福祉 基金制度は 、利益 の 配分 と企業福

祉 の 性格 を同時 に有する が 、次の い くつ か の 点 で 、

企業 福祉制度 と み なすこ とが で きる。第 1 に 、企

業福祉が 「当該企業が 自発的に行 う賃金以外 の福

祉的介入の 総体」で 定義 され れ ば、社 内勤 労福祉

基金 は企業が主体的 に労働者を対象と した企業福

祉制度の
一

環 と して 見 る こ と が で きる。第 2に 、

社内勤労福祉基金が企業福祉 の 特徴 の
一つ で ある

公共 の 福祉 の 足 りな い 部 分 を補 う補 完的性格 を

持 っ て い る こ とで あ る c 第 3 に 、基 金 は 企 業福祉

の 、特に法定外福利厚生 プ ロ グ ラ ム の 様 々 な援 助

を提供 して い る点で ある。つ ま り、法定外福利厚

生 プ ロ グ ラ ム が 包括 して い る労働 者 の 住居 安定の

た め の 事業、奨学金の 支給な どの 教 育支援事業、

生活安定資金の支援お よ び貸付事業、労働者 の 福

祉施設 の 運営な どの事業を社内勤 労福祉基金制度

の 中に含ませ て い る 。第 4 に、社 内勤労福 祉基金

は企業の状況に 応 じて 行う と い う任意的性格を有

して い る 。

　以上 述 べ て きた よ うに 、1992 年 に 本格的 な運

用が始まっ た社内勤労福祉基金制度 は
一

種 の 利益

分 配制度で あ り、労働者 の 福祉 の 増進 の た め 企業

が利益の
一

部を基金 に 出資し て労働者福祉 の 向上

に重要な役割を果 た し て きた。また、同制度は 企

業が 行う労働者 の 福祉 を法的枠組 み に よ っ て 、基

金の 存続及び労働者 の 福祉の 充 実 に 寄与 し、税制

面で の 優遇措 置 を 通 じて 企業の 福祉費用 の 節約に

つ なげる こ と もで きる。こ の ほ か、労働者の 利益

参加制度 と して 、所得分配 をめ ぐる階層間の 対立

の解消に も役立 つ
。 た だ し、基金の 設置が 法的義

務で もな く、基金が 導入 さ れ た企業 と そ うで な い

企業の 間 で 福祉面 の 格差 が 大 きくな る とい う矛盾

が生 じて い た。現段階 で は基 金 の 設 置義務化に は
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至 っ て お らず、政府 は 社内勤労福祉基 金 の 設立手

続きの 簡素化や、基金 の 恩恵対象の 拡大な どの制

度改善 に 乗 り出 して い る。

4 ．社 内勤労福祉基金制度の 運用現況 と課題

　こ こ で は、韓国 の 社内勤労福祉基金制度の 運営

現況 につ い て 雇用労働部の 資料に基づ き、そ の 実

態 と課題 を明らか にする 。

（1）社内勤労福祉基金の導入 状況

　社内勤労福祉基金は 企業が 利益 の
一

部を 出資

し、労働者の 福祉増進の た め に自律的 に 行 う制 度

で あ り、国内外の 景気動向や企業 の 財政状況の変

化に敏感に反応する特徴 を持 っ て い る。

　表 2 は、1992 年か ら2011 年に かけて の基金数、

基金総額、基金 の 受給 者 数、平均基 金額 の 推移

を示 した もの で あ る 。 こ れ に よる と、2011 年時

点 で 社 内勤労福祉基金数は 1，292 ＃i 金、基金総額

は 6兆 2，812億 ウ ォ ン に達 し、前年に比 べ 基 金数

で 4．6％ 増加 （57 基金）、基 金総額で は 3．4％ の 増

加 （2，053億ウ ォ ン ） と な っ た 。 基金 の 受益者数

は 約 1，469 千人 で 、 1社当た りの 平均基 金額は前

年比 1．2 ％減 の 48，6億 ウ ォ ン で あ っ た 。 表2 に よ

り、基金 の 数 と基 金総額の推移を長期 的 に 見 て み

る と、基 金 の 数は 1992 年の 社内勤労福祉基金制

度 の導入 以 降、増加傾 向で推移 して い る の に対 し、

基 金総額は 2008 年 まで増加傾向に あっ たが、リー

マ ン シ ョ ッ ク後に 大 きく減少 した後、緩やかな回

復傾向にある 。

　次に、企業規模別 の 社内勤労福祉基金の導入率

をみ る と （表 3）、調査対象企業 24万 6千の うち、

社内勤労福祉基金 を導入 して い る企業は 1，292社

で あ り、導入率 は全体 の 0，5％ に とどまっ て い る 。

大規模な企業 ほど導入率が顕著に 高 く、こ れ は大

企業ほ ど企業福祉 に対す る 関心が 高い こ とに起因

す る と考え られ る。従業員 1000 人以上 の 企業で

は 51．0％ で ある の に対 し、 従業員 100人未満の 企

業で は 0．2％ で あっ た 。

　そ の背後に は 、以下 の 2点が 指摘 で きる 。

一
つ

に は 、 企業福祉は 企業 の 支払 能力 に 大 きく頼っ て

い る こ とか ら、大企業によ り行 われが ちだ とい う

企業福祉 の もつ 逆進性が社内勤労福祉基金制度に

そ の まま表れ て い る こ とで ある 。 もう
一

つ は 、社

内勤 労福祉 基金導入 の 活性化に向けた努力が まだ

十分では ない こ とで ある 。 表3 か ら わ か る よ うに 、

従業員 1000 人以上 の 大企業で さえ、基金 の 導入

率が 51 ．0％ に とど ま っ た こ とは社内勤労福祉基

金制度の さらなる検討や積極的な PR が必要だ と

思 わ れる 。

　さらに、基金導入 の 企業数、基金総額 、平均基

金額を企 業規模 ご と に見 よ う。 まず、企 業規 模

別 の 基金 の 導入 率は 100 人未満 の 企業で は 0．2％

で あ る の に対 し、100 〜 299 人未満 の 企業 で は

3．5％ 、 300 　
一

　499 人未満の 企業で は 10．4％、500
〜 999 人未満 の 企業 で は 189 ％ 、1000 人以 上 の

企 業で は 51．0％ とな っ て お り、企業規模が 大 き

い ほ ど導入率 も高 い 傾 向にある こ とがわ か る （表

表 2　社内勤労福祉基金 の導入状況

（単位：箇所、億ウォン、千人〕
区分

’
92

’
93

’
田　

195196 ’
97198lg92   20012DO22DO32脳 2GO520D620072GO8200920102D11

基鑞 211輌 518　 655700 ア15755790　 862897915972　1911104フ 1，1061，115111η 1220112351，292
基金纐 4，321，09712，1酬 511了419，01421，η02317釦 28，965訓2糾 38，フ9441，ア2446150150，01757川 63，5816ア，517ア0，810611109601ア59621812
受赭数 455839299301100114フ6goo909110941，088985983　 9911ρ41t1231，1731256112661139D1，469

平均基鑵 14．816，021、424．421229 、631．436、ア 39、841、245．641，8504 馴，157．551、560．15t349 ．148．6

（注）平均 基 金 額 ＝ 基 金 総額 t基金数 。

（資料）雇用 労働 部 「労使 ヌ リシ ス テ ム 」
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3）。 また、基金総額 と平 均基 金額 でみ て み る と、

大 企 業 と中小 企業の 間で 基 金 規模の 差 が顕 著に

表れ て い る 。従業員 300人未満の 中小企業の 基金

総額は 7
，
339 億 ウ ォ ン で 、全体 の 11．7％ に 過 ぎな

い が 、従業員 1000 人以上 の 大企業 の 基金総額は

4 兆 5，959 億ウ ォ ン で 、全体 の 73 ．2 ％ を占め て い

る 。 こ れ は平均基金額 に も影響 を与え、100 人未

満 の 企業の 平均基金額は 5 億 9 千万 ウ ォ ン だ っ た

の に 対 し、100 〜 299 人 の 企 業 で は そ の 額 の 2．3

倍 の 13億 4千 万 ウ ォ ン 、300 〜 499人 の 企 業で

は 23億 3千 万 ウ ォ ン （100人 未満 の 企業 の 約 3．9

倍）、500 〜 999 人 の 企業 で は 38億 7千万 ウ ォ ン

（100 人未満の 企業 の 約 6．6倍）、1000 人以上 の 企

業で は 194 億 7千万ウ ォ ン （100 人未 満の 企業 の

約 33．0倍） と な っ て い る 。 む ろ ん 大企業は 従業

員 の 数が 多い た め 、1 人 当 りの 基金額 自体 は こ れ

よ り減 る が、従業員 の 数 を 考慮 し て も大企 業 の 基

金規模が 中小企 業 の そ れ よ りは る か に大きい こ と

が わ か る 。

表 3 企業規模別の基金の導入状況

　　　　　　　　　　　　 〔単位：箇所1億ウォン1、）

区分 全体 瞰糒 胴 19人lll・楓 lll・鰍 1鰍 以上

基金飆
1，四2

｛  ｝

3｛3

〔28．1局

認1

鵬 ）

1姐

〔11、1、〕

151

〔11．2 ｝

231

｛1晒

企業数〔1） 211β13113、111ll、lll11425 脚 而1

導入率圃 1．ll1 ．2、 3．5110 ．411 躡 11．隣

基鑼 〔。） ｛1β12ll1121 、11731個5llo19llP5 ！

平均基鐓 。1a〕 4855913 ．421 ．318 ．11 図．1

（資料）雇用 労 働 部 「労使ヌ リシ ス テ ム 」

（2）社内勤労福祉基金の 支援状況

　社 内勤 労福祉 基金 の 使途 は福祉事業 と運用事業

に分け られ、運 用事業の 場合に は使用規模の 制 限

が な い が 、福祉 事業 の 場 合 は 当該年度 の 基 金 出

資金 の 30 ％ 以 内 ま た は 基金 か ら の 収入 金 だけ で

行 うべ きだ と し、基金 の 元 金が 資本金 の 100分 の

50 を超 え る 場 合 の み 、そ の 超 過額 の 範 囲内で 元

金 を使 うこ とが で きる 。

幃国に お ける 企業規模 問 福祉格差に 関 す る考察　43

　社 内勤労福祉 基金を使 っ た福祉事業 には労働者

の 財 産形成へ の 支援 、労働者の 生 活援助、労働者

の体育 ・文化活動支援、労働者の 日 の 支援、労働

福祉施設へ の 支援、基金 の 運営に か か る経費支援

な どが 含 まれ る 。 運用事業に は 金融機関へ の 預け

入 れ と収益証券 の 購入、国や 地方 自治体、金融機

関が直接発行 し、債務の 保証を担保する有価証券

の 購入などの 純粋 な運用事業の 内容 と、労働者 の

財産形成お よ び生活安定資金の 有償貸付などが 含

まれ て い る。

　 こ こ で 社内勤労福祉基金の 支援状況に つ い て み

て み よう。まず、基金に よ る福祉事業の 実績をみ

る と、表 4 に 示す よ うに 、2011 年 の 全体 1，292 基

金の うち約 93．7％ で ある 1，211基金が福祉事業 を

行 っ て お り、そ の 結果、約 189万 人 の 労働者がそ

の 恩恵 を受けて い る。福祉事業の ため に 使っ た基

金額 は 3 兆 2
，
657 億 ウ ォ ン で 、全体 の 基 金額 の 約

52．0％ を占め て お り、受給者
一

人 当た り額 は 172

万 8 千ウ ォ ン とな っ て い る。

　さ ら に こ の 福祉事業は、支援事業 と貸付事業 に

分け ら れ、支援事業は労働者に直接金 品を提供す

る もの で ある、例 えば、生活安 定資金 、奨学金、

体育文化活動支援 金 、災難救護金、そ の 他 の 福祉

費 の 支給 などがそれ に当た り、貸付事業に は住宅

資金融 資、自社株所得へ の 融資等が含まれ て い る 。

　2011 年時点 で 、基 金の 収益金か ら福祉事業に

使 っ た 額 を項 目別 に み て み る と （表4）、基金額

の 配 分 が 多 い の は住 宅 資 金 1兆 2，266 億 ウ ォ ン

（37．6％ ） で、次 い で 生 活安定資金 1 兆 650 億ウ ォ

ン （32．6 ％ ）、そ の 他 の 福祉 費5，438 億 ウ ォ ン

（16．7 ％）、奨学金 2，992 億 ウ ォ ン （9．2％ 〉、体 育

文化活動支援768 億 ウ ォ ン （2．4％ ）、福祉施設 の

運営 318億ウ ォ ン （1．0％ ）、自社株の 購入 119 億

ウ ォ ン （0．4％）、労働者 の 日の 行事支援 106 億 ウ ォ

ン （O．3％） の 順で ある 。 受益者数 の多 い 順 で は、

そ の 他の 福祉費106 万 3 千人、体育 文化生活支援

24 万 7千 人、奨学金 16 万 2千 入、生 活安 定 資金

13万 1千 人、福祉施 設の 運営 10 万 7 千 人、労働
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者の 日 の 行事支援 9万 3千 人、住 宅資金 8万 1千

人、自社 株 の 購 入 6千 入 の 順 とな っ た 。 ただ し、

受益者 の 数が最 も多い そ の 他 の 福祉 費の 場合 、 具

体的 な恩 恵内容 の 把握 まで は難 しく、今後は そ の

他の 福利費 の 項 目を細分化 して い く必要が ある と

思 われ る。

表 4 福祉事業の内訳

｛単位：偉ウォン1千人，9
貸膿 支麟

全倖
住宅資金

自社株

購入

生活安定

資金
購

体育文化

活軅

福櫞

運営

労働者の日

行瓣
その他

基搬樋

［億蝸

1匹｛51

伽． 

llll｛1

〔31．1〕

1岶

鯆

ll．鰤

〔32．励

21曲2

｛！．1〕

lll

臣、4〕

3侶

〔1、0〕

10｛

［0．3｝

ll紹8

〔1｛．1）
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　　〔朸

田ll

〔mO〕

11

臼．3）

｛

〔0．3〕

131

〔丘！）

111

〔B6〕

141

〔13．1〕

1田

｛1．1｝

93

〔 

ll餾

｛512｝

受給者
一人当1額

［千励

1．121胴 11螂 1．13111餌1111 四11 団 112

（資料）雇 用 労働 部 「労使 ヌ リシ ス テ ム 」

　次に 、基金 に よ る 運用事業は 、金融機関預託、

有価証券の 買取 り等の 純粋 な運用事業 と、労働者

向 け貸付 や 購 買部 の 運営な ど福祉 的性格の 強い 運

用事業の 2 つ に わけられ る 。 こ こ で はデ ータ 上 の

制約の ため、2009 年 の 調査結果を用い て そ の 運

用事業の 内訳 を見て い くこ ととする 。

　表 5 に 示す よ う に 、2009 年時点で 純粋な運用

事業 に使 わ れた額 は 3兆 5，152 億 ウ ォ ン で 、運用

事業総額 6兆 2，609億 ウ ォ ン の 56．1％ を占め て い

る 。 こ の うち、金融 機 関へ の 預 託 は 3 兆 1，233億

ウ ォ ン と全体 の 49．9％ を占め て お り、安定的 な

運用 手段 を好 ん で い る こ とが わか る。また、福

祉的性格 の 強 い 事業 に使 われた額 は 2兆 7，457 億

ウ ォ ン で 、 運用事業総額の 43 ．9％ を占め て い る 。

こ れ は 2009年の 福祉事 業総 額 3兆 4，545億 ウ ォ

ン の 79．5％ に相当する額 で、労 働者 向 け の 貸付

事業が社内勤労福祉基金制度 で 最 も多 くの 財源 を

使 う事業で ある こ とが わか る 。

表 5　運用事業の 内訳

〔単位：億ウォンIX ）

蹴 覲事業 福祉的性齣強い餬鞣

区分 全体
金麗関預託
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21堋
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（資料）雇用労働部 「労使ヌ リ シ ス テ ム 」

（3）社内勤労福祉基金制度の 課題

　前述 の 社内勤労福祉基金制度の 運用状況を踏 ま

える と、現行 の 制度運用上 の 課題 と して は 以下 の

点が あげられ る 。

　第 1に 、社内勤労福祉 基金に 対す る税制上 の 優

遇 に おける公平性 の 問題 で ある。

　社内勤労福祉基金に対する税制支援は 企業、労

働者、社内勤労福祉基金法人自体 の 3 つ が対象 と

な る 。 企業に 対する税制支援の 場合、企業か ら の

出資金は 損金と して 認め られ、出資金 の 30．8％

に当た る額を国か ら支援 を受けて い る。労働者 に

対す る税制支援 は基金 か らの 奨 学金 、40万 ウ ォ

ン 未満 の 災害救援金、20 万 ウ ォ ン 未満 の 慶弔金、

記念品などの 支援 を受けた場合、そ して 住宅非所

有者が公営住宅 の 購入及び賃貸住宅用の 融資を受

け た場合
4
に つ き贈与税が非課税とな る 。 法人 に

対する税制支援 は基金 に贈与 した金 品に つ い て 贈

与税を課さない
。 また、法人の 設立 及 び変更 登記

の 際 の 登 録税 と地 方教育税 （登 録税の 20 ％ ）が

免除 される 。 基金 の 利子所得等を法人独 自の 目的

事業準備金 と して計上す る場合 も損金算入が可能

で 、利子所得に対 し所得税 の 免除を受ける こ とが

で きる （趙 ・ビ ョ ン ギ，1996 ）。

　社 内勤労福祉基 金導入 で恩恵を受けて い る の は

主 に 正 規労 働者 で あ り、そ の 数 は労働者全体 の
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7 〜 8％ 程度に 過 ぎな い と い わ れ る。と こ ろ が 、

2006 年の社内勤労福祉基金 に対す る優遇税 制 に

よ る 減税 総額は 約 1，425億 ウ ォ ン と、労働 部 の

2006 年予 算全体の 19．5％ に 当た る額で あ り、大

企業 と中小企業との 間で 公平性 の 問題 を生 じさせ

て い る （表 6）。 韓国労働研究院が 2006 年に 実 施

し た 「社内勤労福祉 基金 の 実態調査」に よ る と、

社内勤労福祉 基金定款 で 、正規労働者だけを恩恵

の 対象 とす る場 合 は 53．4％ 、 非正 規労働者 に も

同様 に 適 用 す る場 合は 14．0 ％ で あ っ た。韓 国で

社内勤労福祉基金制度が大企業 ・正規労働者を中

心 に運営 され て い る こ とが伺 える 。 そ こ で 例えば 、

現 行 の 全体的に一律の税制支援 に つ き、臨時や派

遣 などの 非正規労働者 を含む全 て の 労働者 に適用

した場合に の み 、税制上 の優遇 を与 える よ うに変

化 させ るの も一つ の方法で あ ろ う 。

表 6　基 金 に対する税制上の支援

1〔単位．憶ウ才ン．1

区分
1
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冊 四ll　lll1勘2齲 熈 臘 繍

基鑼 鯉5叩 111岶15餌11腿211榊llll  ll、胎1ll．蹴 梱軋12｛覯152．5鳴ll脚1｝．鵬

驪
一1幵 1．ll2｝．麗1嫻 lll1．llll理51．11脳．111．蜘｝川醐 11．ll蝦1
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よ撒 齟
胴2．1．11811田1．1斟跚 鯲 団鮒1．躙 11謝 鯤 11刊1、脚1，旧51翌5
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纐 1
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｛ 2｝．lll11四125．岨 191

（資料）朴 ・チ ャ ン イ ム （2008，p．54）。

　第2 に 、社 内勤労福祉基金制度の 導入 率が全体

的に低 く、制度 の 実効性を確保する こ とが難 しい

とい う課題 で ある 。

　既 に 言及 した よ うに、社内勤労福祉基 金 制 度

の 導入で は規模 間格 差が 顕著で 、大 規模 な企業

ほ ど導 入率 が高 くな っ て い る 。 2011 年時点で の

社内勤 労福祉基金 の導入率は従業員 1000 人以 ．ヒ

の 大 企業 で 51．0 ％ で あっ た の に 対 し、従業員 100

人 未満 の 中小 企 業で は 0．2％ と顕 著 な差が 見 ら

れ た。 こ の ような現 状を考え る と、企業福祉 を

構想 す る際 に、大企 業労働者 は社内勤労福祉基
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金制度に 包括 され る こ とを想定 して い る が 、中

小 企 業労働者は 別途 の 策が必要 となる。そ こ で 、

日本の 「中小 企業勤労 者福祉サ
ービ ス セ ン ター 」

の よ うに 、政府 また は公共性 の あ る機関 の 管理

下 で 、中小 企業が 福祉 をそ の 機関 に 委託 し、そ

の 費用 は 中小企業 と国が そ れぞ れ分 担 （企 業規

模 に 応 じて 分担 金 に 差 ）す る と い う方案 も選択

肢 の
一つ だ ろ う。

5 ．むすび に か えて

　以上、本稿 で は 、韓国 の 企業福祉 制度 の 中核を

なす社内勤労福祉基 金 制度が 企業規模 間 の 福祉格

差の 主 因とな っ て い る 点 に 注 目 し、社内勤 労福祉

制度 の 存在 意義 と そ の 運用 の 実態 を明 ら か に し

た 。
そ の 結果 、以下 の 点が 明ら か とな っ た。

　まず初め に 、社 内勤 労福祉 基金制度の 特性 に つ

い て で ある 。 社内勤労福祉基金制度 を導入 ・運用

す るた め に は 企業 の 当期純利益 の 確保 が 不 可 欠で

あ り、企業が こ れ を自発的 に 労働者 の 福祉増進 の

た め に出資 し なけれ ば な ら ない 、，企 業の 支払能力

を前提と し、企 業 の 自発性 に 依存す る と い う社 内

勤労福祉基金 の 特性 は他 の 企業福祉 とほ ぼ 同 じで

ある 。 た だ し、出資 金が 基金 の 形 で
一

部積み立て

られ る点で 異なる。

　第 2 に、1992 年 の 社 内勤労福 祉基 金制 度 の 法

制化以 降、社 内勤労福祉基 金 の 導入 は 着実に増え

て きて は い る もの の 、企業規模 に よ り大 きな差が

見られ る こ と で ある。社内勤労福祉基金 の 導入率

は 2011 年時点 で 、従業員 1000 人以 上 の 大企業が

5LO ％ で あ っ た の に対 し、従業 員 100 人未満の 中

小企業 で は O．2 ％ と、企業 規模 間 で 顕著な差が示

され た 。こ れ は 社内勤労福祉基金 を通 じて 、福祉

の 恩恵を受 け る 層 は主に大企業に勤める労働者で

あ っ た こ とを示す。

　本来 、社内勤労福祉基 金制度は 、企業が出 した

利益 の
一

部 を社内勤 労福祉基 金に 出資する よう誘

導 し、労働者に 安 定的な福祉 を提供する 韓国 の 企
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業福祉 制度 の代表的な もの で あ る 。 しか し、こ の

制度は資金余力の ある大企 業を 中心 に運営 され て

お り、中小 企業 と大企 業の 間 で 福祉格差 を拡大 さ

せ る 主 因 と な っ て い る 。 現行制度の まま維持 され

れ ば、杜内勤労 福祉 基金 の 累積で 、中小企業 と大

企業 の 間 の 福祉格差 は さ ら に 深刻 な もの に な る 。

こ っ した中 で 、企業規模間 の 福祉格差 を解消する

ため に は 、日本 の 中小 企 業 勤労者福祉サービ ス セ

ン ターの よ うに 政府 または公共性の ある機関 の 管

理 下 で 、中小企 業が福祉 をその機関 に委託 し、費

用 は 中小 企 業 と 国がそれぞれ分担する とい う方案

も考え ら れ る 。

　第 3に 、社内勤労福祉基金 を使 っ た福祉事業で

は住宅資金や生 活安定資金 （貸付 を含む）へ の 支

援 が 70．3％ を占め て お り、こ れ は労働 者の 住居

安定 と 生活安定へ の 関心 を反 映 して い る 。 また 、

基金 の 運用方法 として は 、金融機 関へ の預託の 比

重 が か な り高 く、安定的な運用手段 を好 ん で い る

こ とが わ か る 。

　第 4 に、社内勤 労福祉基金 に対する税制上 の 優

遇 に お け る 公 平性 の 問題が生 じて い る点で あ る。

政府は社内勤労福祉基金 の 提供者 （企業） と受益

者 （労働 者）の 双方 に 税制上 の 優遇を与える こ と

に よ り、社内勤 労福祉基金 の 設立及び出資に対す

る 自発性 を引 き出 そ うと して い る。企業が 社内勤

労福祉基金に 出資 した額に つ い て は 出資額の 全額

を損金 として参入 する こ とが で き、 また、基金か

ら の 恩恵 を受 け る 労働者 も
一

定の 要件 を満た した

場合 に は 贈与税 が 免除され る 。 ただ し、こ こ で 問

題 とな る の は 、社 内勤労福祉 基金導入 で 恩恵 を受

けた の は労働者全体 の 7 〜8％程度に 過 ぎな い が 、

2006年 の 社内勤労福祉基 金 に 対する 優遇税制に

よ る減税総額は約 1
，
425 億 ウ ォ ン で 、こ れは労働

部の 2006 年予算 全体の 19．5％ に 当た り、大企業

と中小 企業 との 間 で 公平性の 問題 を 生 じさせ て い

る点 で ある 。 そ こ で 例えば、現行の 全体 的 に
一

律

の 税制支援に つ き、臨時 や派遣 な ど の 非正規雇用

を含む全 て の 労働者に 適用 した 場合に の み、税制

上 の優遇を与える よ うに変化 させ る の も
一

つ の方

法で あろ う。
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1　韓国 の 社会保障支出の 対 GDP 比 （2007 年時点 ） は

　7，5％ と、OECD 平 均 の 19．8％ に 比 べ る とか な り低 い 。

　対 象 34 力 国 中、33位 とメ キ シ コ に 次 ぐ低 い レ ベ ル に

　あ る。全 般 的 に 社 会保 障支 出 の 比 重 が か な り低 い 中で、

　公 的 な社 会支 出 よ り私 的 な杜 会 支 出 （企 業福 祉 ） の 比

　重が 高 くなっ て い る。

2　 役 員 は
一

般 的 に は、会社 か ら
一定 の 事 務 処 理 の 委 任

　 を受 け て 業 務 執 行 権 と代 表権 を行 使 して い る 点 で、基

　金 法 人 の 受 益 対 象者 で あ る労 働 者 とみ なす こ とは で き

　ない 。

3 　社内勤労福祉基金協議会 は労働者代表、使用者代表

　の 各同 数の 委員 で 構成 され、各 3 人以 上 10 人未満 とす

　る 。 基金 に は労 働 者代 表・使用 者代 表 同数 〔各 3 人以内 ）

　の 理 事 と 監事各 1 人 を置 く。
4 　 住 宅非 所 有者 が 建 物 の 総 面 積 85 平 方 メ ートル 以 下 の

　住 宅 を取 得 また は 賃借 す る た め 、社 内勤 労 福祉 基 金 か

　 ら贈 与 され た 住 宅取 得 補 助 金 の うち、住 宅取 得 価 額 の

　100 分 の 5 未 満 の 場 合 と、住 宅 賃 借 補 助 金 の う ち、伝

　貰 （家 賃 の 代 わ りに
一

定 金 額 を預 け て 住 宅 を借 りる 制

　度） 価格の 100 分の 10 未満の 場合 は贈 与税 が 非課税 と

　なる （相続贈与税法第 35条第 4 項 ）。

5　 こ こ で い う中小企 業勤労者福祉 サービ ス セ ン タ
ーと

　は、中小 企 業 と大 企 業 との 問 に あ る 企 業福祉 面 で の 格

　差 を是正 す る た め、厚生 労働 省の 中小 企業勤 労者 総 合

福祉 推 進 事業に 基づ き、地域 の 自治 体 が 中心 とな っ て

　設 立 し、中小 企 業が 単独で は 実施 しが た い 総 合 的 な 企

業福祉 事業 を行う団体の こ とをい う。
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Welfare gapsamong  scales  of  companies  in Korea:

    employee  welfare  fund system

relationship  to

LEE  Jum  Soon  (University of  Toyama)

   This paper  analyzes  the  reiationship  be-

tween  corporate  welfare  and  changes  in the

fund system  of  employee  welfare  societies.  The

employee  welfare  fund  system,  which  is the

core  institution of  corporate  welfare  in Korea,

is one  of  the main  causes  of  disparity welfare

among  scales  of  companies.  Our analysis  clari-

fies two  aspects  of  this problem. First, since

the employee  welfare  fund system  was  enacted

in 1992, the introduction of  a  welfare  fund  for

employees  has steadily  grown,  especially  in

large companies  with  surplus  funds, and  has

become  the  main  cause  of  the  disparity among

the  scale  of  welfare.  Second, a  fairness prob-

lem lies in the tax  benefits of  employee  welfare

fund system.  Less than  7-8%  of  all  workers  re-

ceive  them  from  employee  welfare  fund system.

However,  the  amount  of  government  expendi-

ture to reduce  the tax for the eompanies  joining

this fund, 142.5 billion won  in 2006, is equal

to 19.5%  of  the  total budget  for the  Ministry  of

Labor and  is aggravating  the fairness between

large and  small  companies.


